
第２０号様式（第１７条関係）

資本金

創業時期

業種

１ 現状分析 （千円）

(＋1.0％以上) (＋1.0％以上)

※人件費の定義：労務費、給与、賞与、役員報酬、福利厚生費、退職金などが該当します

２ 事業概要（具体的な事業内容、取扱製品等をご記入ください。）

３ 自社の強み・弱みを具体的に記入してください。

４ 競合の動向を具体的に記入してください。

a

従業員数

申込者

付加価値額の増加率

営業利益

人件費

減価償却費

付加価値額

前期実績

　年　月期

前々々期実績 前々期実績

　年　月期 　年　月期

c

①　　　　　 ％ ②　　　　　％

※付加価値額増加率の算出式：①（b－a）／a×100　・　②（c－b）／b×100

※付加価値額の算出式：営業利益＋人件費＋減価償却費

持続成長事業計画書

b

代表者の役職名及び氏名

名称

住所

決算期
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第２０号様式（第１７条関係）

５ 市場の動向を具体的に記入してください。

６ 経営課題を具体的に記入してください。

7

8 本計画における投資計画とその調達方法や内容

金額（千円）

設備資金 預金

預金以外

運転資金 本件借入金

その他の借入金

その他の資金

合計（①+②） 合計

商品・原材料等の仕入資金

②運転資金　計

金額（千円）

自

己

資

金

借

入

金

そ

の

他

その他の資金

調達方法

事業用不動産取得・敷金・入居保証金

改装費

機械器具・什器備品等

①設備資金　計

人件費・賃金等

投資計画

６で挙げた経営課題を打開し、企業価値を向上させるための、具体的な本融資の利活用方法、スケジュールなどを記入してください。
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第２０号様式（第１７条関係）

9 損益計画 （千円）

売上高

売上原価

　売上原価のうち

　労務費等の人件費

売上総利益

（粗利益）

　人件費

　減価償却費

　その他経費

販売管理費計

営業利益

経常利益

純利益

付加価値額

付加価値額の増加率

※付加価値額の算出式：営業利益＋人件費＋減価償却費

※付加価値額増加率の算出式：③（eーd）／d×100

※計画１年目から３年目の３年間で、付加価値額を概ね９％以上伸長できる計画を策定

本事業計画書に記載していただいた内容は、板橋区産業振興施策への活用以外では使用いたしません。

e

③　　　　　　％

　年　月期 　年　月期 　年　月期 　年　月期 　年　月期

前期実績 計画１年目 計画２年目 計画３年目 計画４年目

ｄ
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